
1.3.2公 団分譲集合 住宅 の再生 内容

(1)大 規模定期修繕計画

前節で述べた よ うに、公団賃貸住宅 の再生行 為が、P2(所 有者)で ある公団 の計画 的

主導の元で進 め られ てい るのに対 して、公 団分譲住宅 の再生 は、原則 としてP1・2

(住民)に よ り行 われ てい る。

原則 として住 民組合 が計画 ・実施す るこ とにな ってい る再 生工事は、実際 には専 門

的知識 を有 していない住民 が工事の全て をマネージ メン トできない為 、管理会社 へ委

託 して再生計画 を立案 させ、承認 の上実施 す るとい う仕 組み になってい るこ とは、我

が国の分譲マ ンシ ョンの多 くの場合 と同様 であ る。公 団分譲住宅 に関 しては、公 団住

宅団地 の管理運営 に広 く関わ るJS(日 本総合住生活株 式会社)が 管理 主体 とな るこ

とが多 く、高蔵寺ニ ュー タ ウンも例外で はない。

図表II-1.3-21は 、JSに よる大規模修繕標準周期表 であ る。住棟 外廻 り鉄部塗装 の

3～5年 を最小単位 と して、屋 内ガス ・汚水管修 繕の30～35年 まで各部位 ・部 分の寿

命 に応 じた長期修繕 計画が策 定 され てい る。これ らの再生項 目をRDマ トリクス上 に

表記す ると、図表II-1.3-22と なるが、ここか ら再生 レベルRIに 限 った計画 内容 で

あるこ とが読 み取れ る。従 って、RII・RIIIレ ベ ルの再生 を行 う場合 には、別 の仕 組

みに よる計画 ・実施 が必要 とな る。

(デー タ)日 本総 合住生活

図表II-1.3-21主 な項 目の大規模修 繕標 準周期表
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図 表II-1.3-22-(1)分 譲 ・大 規 模 修 繕 標 準 周 期 表(JS)・RDマ トリクス
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図 表II-1.3-22-(2)分 譲 ・大規 模 修 繕 標 準周 期 表(JS)・RDマ トリク ス
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(2)藤 山台分譲集合住宅の再生履歴

ここで取 り上 げる藤 山台団地の公 団分譲集合住宅 は、1968年 竣 工の 「5階建 羊羹

型 ・エ レベー ター無 ・階段室 に よる各階2戸 振 り分 け型」の住棟 で、同時期 に建 設 さ

れた賃貸用 住棟 と同様 の計画 ・仕様 を有 してい る。

再生計 画 ・工事 はJSの 管理下で行 われ てお り、当初の長期修繕計画 に含 まれ てい

る内容 であ る 「計画修繕 」 と長期修 繕計画外の 「経 常修繕」 に分類 され る。

再生 工事履歴 をみ ると(図 表II-1.3-24・25参 照)、 計画修繕 について は、3.2.1で

述べ た修繕周期通 りにほぼ実施 されて いる ことがわか る。経常修繕の再生については、

ごみ置 き場 ・歩道 ・緑地な どの外観 の整備や、シロア リ対策 な どが行 われ てい る。こ

れ らの再生項 目をRDマ トリクス上 にのせ る と(図 表II-1 .3-26参 照)、 計画修繕 ・経

常修繕共 に再生 レベルRIの 再生項 目が殆 どを 占めてい ることがわか る。例外 は、新

しい掲示板 の設置 ・駐車場 の拡大 とい う2項 目のRIIレ ベルの項 目であ る。駐車場不

足は、高蔵 寺ニ ュー タ ウン全体で非常に深刻 な問題 であ り、対応 への要求が非 常に高

まった もの と考 え られ る。 しか しなが ら、築後30年 以上 にな る集合住 宅に対 して、

RII・RIIIの 実施 例が上記2例 以外にな く、計画 も行 われていない とい う事 実は、時

代に即 した居住環境の維持 ・提供 とい う視点 か ら大 きな課題 を有 してい る。

図表II-1.3-23は 、同住棟 の管理費で あるが、再 生に充 当 され る補修費 に関 して は、

建設当初に計画的資金 計画が策定 され ていなかった為、補修 費に関す る明確 な負担金

額が確 立 され てお らず、ルール 上の混乱 がみ られ る。費用負担 に関 しては、基本的に

は共用 ・共有 部分 について は全戸 の均等負担 を原則 としてい る。

藤 山 台 普 通 分 譲 住 宅 管 理 組 合160戸

修 繕 周 期

管 理 費

(デー タ)藤 山台管理事務所

図表II-1.3-23藤 山台 ・普通分譲住 宅管理組合修繕周期
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(デー タ)日 本総合住 生活

図表II-1.3-24分 譲 ・藤 山台普通 分譲修繕年(JS管 理分)
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(デー タ)日 本総合住 生活

図表II-1.3-25分 譲 ・藤 山台普通分譲修繕実績(JS管 理分)
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図表II-1.3-26-(1)分 譲 ・藤 山 台再 生履 歴 ・RDマ トリク ス
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図 表II-1.3-26-(2)分 譲 ・藤 山 台 再 生 履 歴 ・RDマ ト リ ク ス
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(3)岩 成台分譲集合住宅の再生履歴

岩成 台に立地す る1976年 建設 の公団分譲住棟にお ける再生計画 ・履歴 を、検討す

る。 この住棟 タイプは 「5階 建 ・エ レベー タ無 しの羊羹型」住棟 で ある。又、JS以

外 の外部専門主体に計画の策 定 を依頼 してい る。

RIレ ベルの修繕 を中心 に2016年 までの長期修繕計 画が策 定 ・実施 され てい るこ

とがわか る(図 表II-1.3-28・29参 照)。RIIの 再生項 目として は、駐 車場の拡大が前

もって計画修繕 として予定 されてい ることは、前節で述べ た藤 山台団地 の事例 との違

いであ る。又 、長期修繕計画 は、全体計画 と棟別計画 に区分 され てい るが、 これ は、

共通的再生項 目と個別の劣化状況に よる再生項 目に基づ いてお り、意思決 定 レベ ルに

よっての区分 ではない。

管理組合費 の内訳 をみ る と(図 表II-1.3-27参 照)、 一般 管理費 ・全 体修繕費積 立 ・

棟別修繕費積立 ・駐車場費 ・菜園費 に区分 され てお り、再生工事計画 の費用 に対応 し

た資金計画がな されてい る。

岩成台 団地管理組合360戸

岩成台 管理組合費内訳

(データ)岩 成 台 管理組合理事長 ヒア リング

図表II-1.3-27岩 成台 管理費
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(単位 千)

(単位 千)

(データ)岩成 台管理組合理事長 ヒア リング

図表II-1.3-28分 譲 ・岩 成台 長期修繕計画
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(デー タ)日 本総合住 生活

図表II-1.3-29-(1)分 譲 ・岩 成 台 再 生履 歴

98



(デー タ)日 本総合住生活

図 表II-1.3-29-(2)分 譲 ・岩 成 台 再 生 履 歴
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図表II-1.3-30-(1)分 譲 ・岩 成 台 再 生 履歴 ・RDマ トリク ス
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図 表II-1.3-30-(2)　 分 譲 ・岩 成 台 再 生 履 歴 ・RDマ トリクス
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(4)岩 成 台西第 二分譲集合 住宅 の再生履歴

1983年 竣 工の比較的新 しい住棟 であ る。603,604住 棟 は、 「5階建羊羹型」で、

605住 棟 は、「8階建エ レベー タ付(1・4・7階 停止)」 の住棟で ある。JSの 修繕周期

に従 って再生 工事 が行 われ ている。2000年 現在 で築後17年 であ る為 、外構 ・共 同設

備 な どの大規模修繕 は未 だ行 われ ていない(図 表II-1.3-31～33参 照)。

岩成台西 第二

(デー タ)日 本総合住生活

図表II-1.3-31　 岩 成 台 西 第 二 再 生 履 歴-1

岩成台西 第二 平 成13年6月26日 現 在

(デー タ)日 本総合住生活

図 表II-1.3-32　 岩 成 台 西 第 二 再 生 履 歴-2
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図 表II-1.3-33　 分 譲 ・岩 成 台 西 第 二 再 生 履 歴　 *RII・RIIIレ ベルの再生項目は存在 しない
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II-2　 Bijlmermeer団 地 の 再 生 プ ロ セ ス

本 節 で は、 オ ラ ンダ ・Bijlmermeer団 地 に お け る 大 規 模 再 生 事例 を対 象 に 、 意 思

決 定 レベ ルDI～IVに 跨 っ て 実 行 され た集 合 住 宅 団 地 再 生 の プ ロセ ス を 記 述 す る。

2.1Bijlmermeer再 生 の背 景 と経 緯 主として*2,*4,*5による

Bijlmermeerは 、行 政 区 分 と して は 、 北 オ ラ ン ダ地 方 ・ア ム ス テル ダ ム市 ・南東

区 に所 属 す る元 干 拓 地 で あ る。1966年 に着 工 し、1968年 に はK.Rijnboutt設 計 の最

初 の 住 戸 群 がHoogoord地 区 に 完 成 した。 この 設 計 は 、1928年 ・1933年 のCIAM

会議 にお け るSarraz宣 言 、 及 びLe Corbusierの 精 神 で あ るFunctional Cityの 思

想 に基 づ くOpen spaceとHigh riseを 実 現 した も の で あ った 。 結 果 、高層 住 棟 をハ

ニ カ ム 平 面 形 式 に並 べ る計 画 とな っ た。

Bijlmermeerの 開発 計 画 の 特徴 は 以 下 の 通 りで あ る。

1.居 住形 式 と動線 の分離

歩行 者 ・自転 車用道 路が地上 レベル に用 意 され、自動 車用道 路は、 も う1レ ベ

ル上 に設定 され た。 この為、地 上 レベル か らは、 自動車用道 路が 土手 となって、

見通 しの悪い景観 となった。

2.6角 形 住棟

住棟 の中心 に、全 ての住棟 に対 して平等 なオー プ ンスペー ス を設置す る為 に、

住棟 は巨大 な6角 形平面 を構 成 しなが ら連続 してい る。初期 には、24階 建 住棟

が計画 され たが、結局11階 建(地 上9階,地 下2階)と な った。全て の住棟 は、

同 じ高 さ ・デザイ ン とされた。オー プ ンスペー ス と住棟形状 について は、羊羹型

住棟 に比 して優 れて い るとい う意 見 と、醜 い とい う意 見が対 立す る。均 一な住戸

について は、結果的 に空家増の要因 となった。

3.十 分 な緑 地

敷 地の80%が 緑地 と して確保 され てい る。

4.駐 車場

十分 な容量 の駐 車場 を設 置 し、各駐 車場 か らは、屋 内通 路 を通 って住棟 へ ア

クセ スで きる。

建設 当時、 アムステル ダムは深刻 な住宅不 足に見舞 われ てお り、Bijlmermeerの

他 にもAlmeer,Lelyestadと い う低層 中心のニ ュー タ ウンが同時期 に計画 ・建 設 さ

れ た。 この2つ のニ ュー タ ウンは、低層 住宅 を中心 に計画 された点 がBijlmermeer
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との大 きな計画上 の違 いであ った。元来、白系オ ランダ人 は居住環境 と して 「独立」

「プ ライバ シー」を重視す る傾 向があ ることか ら
、中流 階級 はBijlmermeerで はな

く他 の2つ のニ ュー タ ウンに好 んで入居 を した。1969年 には既 に、エ レベー タが

少ない こ と、庭 が無い こ と、イ ンフラス トラクチ ュア(特 に地 下鉄 が開通 しない こ

と等)に 住 民 の不満 が表出 し、住 民代 表の抗議 ミーテ ィングが行 われ てい る
。結果

的 に、Bijlmermeerは 、空室 が 目立 ち(1974年 入居 率25%) 、居住者 は グループで

居住す る ことを好む ア ジア人 ・黒人 を主体 とし、シ ングル マザー ・同性愛 者 ・失業

者で構 成 され る、 とい う状況 に至 った。

1975年 にBijlmermeer最 後 の地 区の建 設 が終 了 した。同年、オ ランダの植 民地 で

あったス リナ ムが独 立 した。 これ を契機 に、オ ランダ市民権 を維 持す る為 、大量 の

ス リナム人 がアムステル ダムに流 入 した。 アムステル ダム近郊 でス リナ ム人達 が居

住地 と して選択 出来 るの はBijlmermeerし かない状 況で あった為 、Bijlmermeer

は新 たなス リナ ム人 転居者で一気 に人 口が増加 した。 しか しなが ら、全て のス リナ

ム人達 に職 が行 き渡 らなか った為 、Bijlmermeerに は、失 業者(40%-1984年)

と麻 薬 が溢 れ る こ と とな った 。 実際 に 、 政 府 に よ る賃 貸 料 助 成 が 、 失 業 者 が

Bijlmermeerに 居住す ることを可能 と していたのであ る。

1972年 か ら継 続的 に、アム ステル ダム市はBijlmermeerの スラム化 防止対策 を

策定 した。1982年 には、Project Groupが 設立 され 、「社会環境 の改善及び ,家賃 の抑

制 ・屋 内通路 の閉鎖 ・エ レベー タ設 置 ・地上 レベル の駐車 場整備 ・地上階 の住 戸化 ・

外構整備 ・住 戸分割 ・麻薬 追放 ・地 区内の商業活動」 な どを内容 とす るニ ュータ ウ

ン再生計画 を提 示 した。1983年 には、14に 分割 され ていた地 区管理組 合 を 「Niear

Amsterdam」1つ に統合 し、Bijlmermeer全 体での総合的 再生 に対す る意 思決 定が

可能 とな った。1990年 には、「13千 戸の高層住等住宅 の内、25%を 取 り壊 し、20%

を転居 、50%を 大規模 再生 工事 の対 象 とし、低 ・中層住戸 を新設す る」計画 が提案

され 、1992年 に合意 され た。 当時、住 民の70%以 上 は黒人移 民で あ り、出身 国は

ス リナム ・イ ン ドネ シア ・カ リブ諸国の 旧オ ランダ植 民地 、及 びガーナ が中心 であ

った。

1992年10月4日 に、 ボーイ ング747貨 物機 が墜落 、10階 建住棟 に衝突 し、50

人 の死 者 が 出 る とい う悲劇 にBijlmermeerは 見舞 われ た。 しか し、1992年 は

Bijlmermeerに お ける大規模 再生 の始 ま りの年で もある。再 生計画 の内容 は、空間

再生 ・社会経済 的再生 ・環境 再生の大 き く3つ に分類 でき る。空間再生 とは、住 戸 ・

住棟 ・外構 な どの空間性 能 の向上 であ り、社会経 済的再生 とは、失 業対策,麻 薬対
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策,犯 罪 対策 な どで ある。又 、環境再 生 とは、破壊 ・汚損行為 対策 ,ゴ ミ対策 な ど

を内容 とす る。1992年 か ら暫 くは、空間 再生 に対 して資金 が集 中的 に投入 され 、社

会 経済 的再 生 は 、公的 な個人 へ の失 業補 助 に頼 って い た。1996年 に は、新 しい

Bijlmermeerの シンボル とな るAmsterdamse Arenaサ ッカー場 がオープ ン した
。

これ は、世界的 に有名 なサ ッカー チー ム 「アヤ ックス」の本拠 地で ある
。 又、同年

には、E.C.(ヨ ー ロッパ 共同体)に よる1千 万 〔NLG〕:約5億 円のBijlmermeer

にお ける社会経 済的再 生への助成 プ ロジェク トが開始 された。 更に、1999年1月

には最 終 マ ス ター プ ラ ン 「Bijlmermeerは 私 の街 」 が発 表 され 、 それ に従 って

Bijlmermeer再 生 は、順調 に進行 す る と同時 に、随時見直 しが行 われてい る。
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Bijlmermeer年 表
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(出 典):Archis1997.3

図 表II-2.1-1　 Bijlmermeer年 表
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2.2再 生 内 容*2,*6に よる

2.2.1再 生 の概 要

2×2.5(km)の エ リア を有 す るBijlmermeerに は、1970年 代終 わ り頃には12,500

戸の住戸 が10階 建 の30住 棟 に存在 していた。住戸寝室数 は、1～5室 の種類が あ

ったが、2～3寝 室 のプ ランを有す る住戸 が殆 どで あった
。人 口は約4万 人 で、各住

棟 には数機 のエ レベー タ と入 口が あ り、室 内通 路に よって駐車場 と結 ばれ ていた
。

外構 は緑地 で覆 われ 、Bijlmermeer中 心部 には、大 きな公園 が計 画 された。又 、1

つ の大きな商業施設 と2つ の小 さなシ ョッピングセ ンター を有 していた
。前述 した

よ うに急 激 に進行す るス ラム化 に対応 す る為 に1983年 か ら 「第1次 大規模再生」

が始 まったが空室率 は減 少せず団地所有会社 は倒産 した
。1992年 に、アムステル ダ

ム市 ・南東 区 ・オ ランダ社会住宅基 金は、Bijlmermeerの 抜本的再生 「第2次 大規

模 再生」 に着手 した。 この計画 は2006年 までの期 間を予 定 していた。

再生内容 は、空間再 生(約3,000戸 の高層棟住戸 の取 り壊 し,低 層住戸 の新設,

残 りの高層住 宅の大規模再 生工事,分 譲住 戸の売 却等) ,社 会経済的 自立(失 業者 に

仕 事 を与 え るプ ログラム,教 育向上 プ ログラム等),環 境 再生(包 括的地域 生活環境

の向上,主 と して外構 を対象)に 分類 され る。

再 生の結果 、1980年 代 には25%以 上 で あった 空室率 が、2001年 時点で7%ま で

減少 した。
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(出典):Archis1997.3

図 表II-2.2-1再 生 前 のBijlmermeer
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(出 典:Project Office Bijlmerneer)

図 表II-2.2-2再 生 後 のBijlmermeer
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2.2.21992年 再 生 計 画 の課 題 と内容*6に よる

1992年 に始 まる大規模 なBijlmermeer再 生計 画の策定 において は、再生マネ ー

ジメ ン ト及び再生資金 が2つ の大 きな問題点 であった。

再生マネー ジメ ン ト上 の課題 としては、

1.棟 ・住戸 に多様性 がない こ と

2.維 持保 全計画 ・実施 が されていない こ と

3.犯 罪,ゴ ミの散乱,破 壊 活動が あるこ と

4.住 み手の居住期間が短い こ と

5.住 み手流入需要が小 さい こ と

6.住 み手の収入が低い こ と

等が挙げ られ た。

又、再生資金 上の課題 と しては、

1.マ ネー ジメン ト ・コス トが高い こ と

2.メ ンテナ ンス ・コス ト,再 生 コス トが高い こ と

3.賃 料収入が安定 しない こ と

4.1億4千 万 〔NLG〕(約70億 円)の 赤字が あるこ と

等が指摘 された。

(1)空 間再生*6に よる

空間再生 の主用 な内容 として は、以下 が挙 げ られ る。

1.高 層棟住 戸2,800戸 の取 り壊 し

2.高 層棟住 戸8,200戸 の再生 工事 ・転居

3.高 層棟 住戸750戸 の再生工事 ・分譲(売 却価格25万 ～38万 ～60万

〔NLG〕)

4.高 層棟 住戸750戸 の所有移転(空 家 を売却)

5.低 層住戸600戸 の分譲(35万 〔NLG〕 ～)

6.低 層住戸4,500戸 の新設

7.約13の 駐車場 の取 り壊 し

8.イ ンフラの整備(車 道 を横切 ることな く、自転車 ・人 が通行 で きる道 の

整備 な ど)

9.緑 地 ・遊び場の改 良

(2)社 会経済的再生*2,*6に よる

社 会経 済的再 生 と しては、
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1.学 校 にお ける教育プ ログラム改善

2.特 殊 技能教育プ ログラム

3.ハ ウス キーパー な どの失業者雇用 プログラム

4.警 察 と協力 した警備雇用 プ ログラム

5.25千m2の 無料 業務床 プ ログラム

6.Patrimoniumへ の雇用 プ ログラム

7.会 社設 立援助 プ ログラム

8.オ ラ ンダ語 学習プ ログラム

等 が挙 げ られ る。

(3)環 境 再生*6に よる

環境再 生の メニ ュー としては、

1.近 隣監視 ・協力 プ ログラム

2.警 備 プ ログラム

3.補 助雇 用の展 開プ ログラム

4.環 境 悪化 防止プ ログラム

5.恵 まれない子供達へ の支援 プログラム

等 が挙 げ られ る。
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2.2.3再 生 の 範 囲(R-Dマ トリク ス)

R-Dマ トリクス上 に、Bijlmermeer1992年 再生計画 の再生内 容を表現 した(図 表

II-2.2-3参 照)。 再生 レベルRI～RIII・ 意 思決 定 レベルDI～DVIの 範 囲 に広 く分

布 してい るこ とがわかる。

これ はBijlmermeerの スラ ム化 が社 会的問題 として認識 ・合意 された結果
、P3

(公共主体)を 含む 大規模 団地再 生が行われた ことを示 してい る。R-Dマ トリク

ス上 には表現 してい ないが、Bijlmermeerで は低層集合住 宅へ の建 替 え(再 生 レベ

ルRIV)も 行われてい る。 これ は決 してRI～IIIの 再生 を否定す るもので はな く、

む しろ、住 宅供給量 を減 らす と同時 に既存 ス トックに とっては外部経 済 とな る団地

全体 の居住 環境 評価 を高 める ことによ り、既 存の集 合住宅 ス トックの再生 を促進 す

る為に行われた ものである と考 え ることができ る。

図表II-2.2-3-(1)Bijlmermeerに お け る再 生計 画(1992年 策 定 分)
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図 表II-2.2-3-(2)Bijlmermeerに お け る再 生 計 画(1992年 策 定分)
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2.3再 生の 中間評価 と計画修正

1992年 に開始 され たBijlmermeer大 規模 再生 は、15年 を計画期 間 としてい るが、

7年 経過時 の1999年 に中間計画 が行 われ 、評価 を基に2007年 まで の計画修正 が行

われた。その内容を以 下に記述す る。

2.3.1再 生 の 中 間評 価(1999年 時 点)*4,*6

Bijlmermeerに お ける大規模 再生 が1992年 に始 まって7年 経過 した 中間時点で

の実績 は、以下 の通 りで ある。

1.取 り壊 し ・新築

・ 当初計画 の内
、約60%が 工事終 了 し、約40%が 計画済み であ る。

・ 住戸価格が アムステル ダム市平均近 くに上昇 した
。

・ 中流階級層の流入 が始 まった
。

・ イ メー ジが改善 された
。

2.再 生後住居の売却

・ 予測 を上回 る収益 が得 られてい る
。

・ 転居者が減少 したため
、売却ペース は遅い。

3.住 棟 ・住戸の再生

・ 予想 以上の経費 がかかってい る
。

・ 計画か ら大幅 に遅れ てい る
。

・ 今後の住 戸需要 の減少 が予想 され る
。

4.社 会経 済的再生

・ 失 業率 が23%(1995年)か ら16%(1998年)へ 減 少 した
。

・ 教 育 レベル がアムステル ダム市平均 まで上昇 した
。

・ 安全 面での改善 がみ られ るが
、一部 高層住棟 にお いて危険 な地 区が残 っ

ている。

・GanznfoefとAmsterdam Poortの シ ョッピングセ ンター建設 が2000

年 に開始 された。

・ 業務床 に空 きが ある
。

以上 よ り、空間再生 ・社会 経済的再生 ・環境 再生 とい うBijlmermeerに お け る総

合 的再生は、全体 と して大 いに成功 を収 めてい ることがわか る。
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(デー タ) De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000
De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000

図 表II-2.3-1Bijlmermeerに お け る再 生 の 実 施 状 況(1999年 時 点)

2.3.22007年 ま で の修 正 計 画*4,*6

1999年 時 点 で の 中 間 評 価 を踏 ま えた 再 生 計 画 の修 正 項 目は
、 以 下 の 通 りで あ る

(図 表II-2.3-1～3参 照)。

1.2,500～4,500戸 分 の 取 り壊 し増 と再 生 後 住 戸 売 却 の 促 進(補 助 対 象 賃 貸 住 戸

需 要 の減 少 の 為)

2.再 生 工事 へ の 投 資 額 の増 加

3.Kraaiennest地 区 に お け る シ ョ ッ ピン グセ ン ター の設 置

4.業 務 床 の設 置 増

5.社 会 経 済 的 再 生 の継 続 ・強 化

この 結 果 、Bijlmermeerに お け る1992年 か ら始 ま っ た 大 規 模 再 生 プ ロジ ェ ク ト

の成 果 と して は 、2007年 時 点 で 、以 下 の よ うに な る もの と予想 され て い る。

1.住 戸

・ 住 戸 総 数 は
、1992年 時 点 とほ ぼ 同 数 で あ る(2,000～16 ,000戸)

・ 高層 住棟 住 戸 は
、12,000戸(1992)か ら、5,000～7,000戸 へ 減 少

・ 低 層 住 戸 は
、2000戸 か ら7,000～9,000戸 へ 増 加

・ 分 譲 住 戸 は
、15%か ら50～55%へ 増 加

・ 住 戸 価 格 ・住 戸 水 準 は
、 ア ム ス テル ダ ム 市 平 均 並 へ 上昇
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2.社 会経済

・ 失 業率は
、アムステル ダム市平均並へ減少

・ 職 ・住の融合 ・総合化

・ 安全(犯 罪 率)と 快適性 は
、アムステル ダム市平均 レベル を上回 る(1997

年時点 での人 口千人 当 り犯罪届 出数 は、アムステル ダム市平 均131件

に対 し、Bijlmermeerは194件 であった。)

3.住 民

・ 多文化 の融合

・ 黒人 中流 階級の流入

・ 若年層 の居住

(デー タ) De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000
De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000

図表II-2.3-11992年 当時 の再 生 計 画 と見 直 し計 画 の比 較

(デ ー タ) De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijimermeer, 2000
De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000

図表II-2.3-2高 層住棟住 戸及 び低層住戸数

(デ ー タ) De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000
De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijlmermeer, 2000

図表II-2.3-32007年 時点 の社会福祉住 戸 と分譲住 戸数
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2.4再 生 費 用*6

1992年 か ら2007年 まで を実施 期間 とす る再生計画 に、新た に必要 とされ た費用

は、約9億 〔NLG〕 で あった。 これ に対 し、CFV・ ア ムステル ダム市 ・南東 区 ・

H.A.(当 時、Nieuw Amsterdam)が30億 〔NLG〕 を出資 し、BijlmermeerにProject

Groupを 結成 し、再生 の実行 を行 った。

再生開 始 に際 して、H.A.及 びProject Groupは 、将来 受 け取 るはず であった毎年

の補助金 を全額一度 に再生へ の投 資へ回 し、市場価値 を高 めて経営す る方針 を取 っ

た。

再生費 用 の一 部を捻 出す る為 に、再生数 の高層棟住 戸の内 、750戸 を売却す る計

画であった。元 々の居住者 は、そ のまま賃 貸 と して住 み続 け るか、買収す るか、 あ

るいは転 居す るか を選択す るこ とがで きた。例 えば、4室(リ ビングルー ム ・ベ ッ ド

ルー ム)住戸 の場合 、25万 〔NLG〕 で買収 可能 で あ り、そ の内、低所得者 には10

～30%の 範 囲 で補 助金 が与 え られ る ことになっ ていた。 但 し、将来Bijlmermeer

外への転居 の際 には、補助 金 は返却す る義務 があ った。又 、再生直後で な くて も、

居住者 には何 時で も賃 貸か ら所有へ移 行す る権利 も与 え られてい る。基本的 には、

住民 が所有 す るこ とは促進 され てお り、 これ は、所有す るこ とによ り居住年数 が増

え、 自らの居住環境 の向上に対す る動機 付 けを行 う為で ある。

再生事案資金 計画 への概 要は、以下の通 りで ある。

1.収益事業(35億 〔NLG〕)

・ 新築住戸

・Ganznfoef地 区シ ョッピングセ ンター建設(HBG:建 設会社)

・Amsterdamse Poort地 区 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー 拡 張

(INGVGO/WBA:デ ベ ロ ッパー ・建設会社)

・ 再生棟 住戸 の売却 ・賃貸

2.非 収益事業―1(4億5千 万 〔NLG〕=公 的住宅 中央基金 が負担)

・ 社会福祉賃貸住戸 の再生(50%補 助)

・2007年 の工事終 了までの賃貸住 戸の減 少 による賃料収入損失

・ 住戸 ・駐車場 の取 り壊 し

3.非収益 事業―2(4億5千 万 〔NLG〕=ア ムステルダム市が負担)

・ イ ンフラ及び公 共スペー スの整備

・ シ ョッピングセ ンター の買収 ・取 り壊 し
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2.5再 生 関連主体(P1・P2)

P3(公 共 主体)に ついては前章で記述 済みで ある為 、ここで はP1(住 み手)、P2

(所有主体)、P4(専 門家)に ついての属性 を中心に述べ る。

2.5.1P1(住 み手)*5、7、8

1992年 の再生前 の住 民は、約50%が 「早 くBijlmermeerか ら出て行 きたい」 と

考 えてお り、約50%が 「残 りたい」 と考 えていた と言われ る。 更に 、「残 りたい」

と考 えてい る人 の内の半数 は、所謂 「Functional Cityが 好 きな人 々」 であ り、残

る半数 は、 「集 団 で居 住す る ことを好む 」外国人 であ った。Bijlmermeerは 、多国

籍地 区で あ り、 オラ ンダ人 ・ス リナ ム人 ・トル コ人 ・モ ロ ッコ人等 、様 々な出身 国

で構成 され てい る(図 表II-2.5-1参 照)。

この こ とか ら、P1(住 み手)の 再生 に関す る合意 形成の為 には多種 多様 な文化 的

背 景を有す る住 民の意 思を吸 い上げ統合 す る必要があった。

15年 計画で あ る第2次 大規模 再生開始後6年 目の1997年 時点 での失業率 は、

16%で あ り、失 業者 の教育 レベル は依然 と して低い が、少年 ・少 女の教育意 欲 ・水

準 は比較的高 く改善 された。

住棟 ・出身 国 ・そ の他 の課題 や興味 な ど、様 々な レベ ルの住 民組織 が存在 してお

り、ネ ッ トワー ク化 され活発 に活動 している。

(デ ー タ)De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijlmermeer,2000

De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijlmermeer,2000

図 表II-2.5-1 Bijlmermeerの 人 種 構 成
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2.5.2P2(所 有 主体):Patrimonium Housing Association*4,*5,*6

オ ランダにお け るハ ウジング ・ア ソシエー シ ョン(以 下H.A.)は 、1800年 代 半

ばに、労働運動 ・宗教 団体 ・市民 グルー プな どが団体構成員 の居住環境改善 を目的 に

設立 を始 めた時 に遡 る。1800年 代後 半には、H.A.に よる住 宅建 設 はオ ラ ンダ全 体

の約1%に 過 ぎなか ったが 、1901年 のHousing Actに よ りH.Aが 正式 に法的 存在

として認 め られて以降 は、着工 ・管 理数が増加 し始めた。 同Housing Actで は、基

本的 に利益 を得ない組織 と して認 め られ てい る。利益 に対 して は、社 会住 宅への投

資 に限 り非課税 とされ た。1913年 まで に、オ ラ ンダ全土 で約300のH.A.が 設立 さ

れ、1923年 には約1,300ま で増加 したが、殆 どのH.A.は 管理 住戸数十戸 の小規模

な組織で あった。

Patrimoniumの 歴史 は、1877年 の 「オ ランダ労働 組合Patrimonium」 の設 立に

始ま る。1901年 のHousing Actに 基づ き、1911年 にはア ムステル ダム市 にお いて

H.A.と して認定 され た。政府 の補助 金 を得 て、Patrimoniumは 社 会経済的 弱者へ

の住宅 供給 を行 った。

第二次世 界大戦後、大 きな ダメー ジ を受 けた住宅 ス トック修復 と深刻 な住宅不足

に応 えるため、政府 は大規模な住宅 供給プ ログラムを進 めた。1960年 代 まで、地方

自治体 がイ ニ シアテ ィブ を とって住 宅 を建 設 し、その後所有 管理権 をH.A.に 引き渡

す こ とが頻 繁 に行 われ た。この段階 でのH.A.の 役割 の住宅 政策上の位 置付 けは、主

要な住宅供給 主体であった地方 自治体の補完的な もので あった。

1960年 代 に入 る と、政府 の道具 と してで はな く、 「民 間の 自立性 の優先 」 を実現

す る組織 と してH.A.を 位置付 ける議論 が行 われ た。1965年 の居住法 の改正 では、

H.A.の 強化 に向け政策 が変更 され た。H.A.は これ に よ り、「優先建設 権(First Right

Build)」 を得て いる。

「優先建設 権」 とは、住宅建設 予定地 があった場合 、H.A.に 優 先的 に建設権 が与

えられ る もので あ る。 「優 先建 設権 」に よる と、H.A.が そ の敷 地で住 宅建 設 を遂行

できない と判断 した場合 のみ、地方 自治体 が単独 で住宅建 設 を行 うことがで きる。

このため、初期 にはH.A.と 地方 自治体 との間 に緊張状態 も生まれ た。

このよ うな権限 の強化 と共 に、各H.A.は 自己のグルー プだ けのた めの住宅建設 は

もはや許 されず 、 コミュニテ ィ全 体のニー ズに応 え る社 会 住宅 の供給 とい う重 要な

役割 を担 うことにな った。又 、余 剰利益 の大部 分 を政府融 資 の返済 にあてな けれ ば

な らない とされ ていた義務 が廃 止 され 、 自己資金 をプー ル し、 よ り強い財 政基盤 を

持て るよ うにな った。更 に補助 金 の投 入のほか、民間 資金 を得 るこ とがで きるよ う

に、政府 はH.A.の 融 資保証 を行 った。 このよ うなH.A.の 強化 によ りH.A.は 専 門組

織化 してい った。

1965年 に始 まった新 しい政策 で は、地方 自治体 とH.A.の 両者 は協力 して特定地
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域の住宅 ニーズ を定 め、 これ を中央政府 に申請す るこ とになった。 これ に対 し政府

は必要 に応 じた予算 を地方 自治 体に割 りあてた。更 に、地方 自治体 はH.A.に この助

成金 を割 り当て るが、H.A.に よ る資金 の活用 につい ては 自治体が条件 をつ けた りコ

ン トロールす ることはで きなかった。

この よ うな返済義務 のな い政府 か らの助 成金 と、地方 自治体 が保証す る資本市 場

か らの借 入金 に よってH.A.の 住宅プ ロジェ ク トは運営 され た。さらに政府 が厳 しい

家賃 規制 を行 っていた為、家賃 に よって補 われ ない建築や メンテナ ンス費用 は、政

府 が助成 した。

また、既 成市街地 の修復 で は、1975年 か ら地方 自治体 は、地 主か ら小規模 で荒廃

した住宅 を買い上 げ改修後 にそ の所有権 をH.A.に 移管す る政策 を実施 して きた。

独 自の非営利 住宅供給会社 を創設 した 自治体 も存 在 したが、現在それ らは分権化

政策 の元、H.A.と して半民営化 され てい る。

1850～1900年

1901～1945年

1945～1960年
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1960年 ～1970年 代

1980年 代 以降

(出 典)NPO教 書,(財)ハ ウジ ン グ ア ン ドコ ミ ュニテ ィ財 団,1997

図 表II-2.5-2H.A.の 歴 史
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現在 のオ ランダにお ける社会住 宅は、収入 レベル と入居 待 ち時 間に応 じて住 宅が

割 りあて られ る。最低 所得者層 の人々 は最 も低い家賃 で借 りる ことがで き、入 居待

ち時 間の最 も長 い人 には優先権 が与 え られ る。 この原則 は オラ ンダ人、外 国人 、高

齢者 、特別 な ニー ズの人 々(障 害者 な ど)、学生 、等誰 に対 して も同様 で 、公式 には

誰 も特別 扱い は受 け られ ない。 又 、特別 なニー ズの人 々や 高齢 者向 けに供給 され た

住宅 を対象外 の人 に賃貸す るこ とはで きない。

最 近まで 、H.A.は 非公 式な形 で特定の団地や地 区 に特 定の人種や外 国人集団 を1

割以上集 中 させ ない方針 を とって きた。 これ は現在 、差別 的で ある と して政府 が止

めるよ うに指導 してい る。H.A.は 社会サー ビス を提供 しない が、必要 なケアサー ビ

ス を入居者 が得 られ る よ う保 証 し、サー ビスの為 に必要 な物 理的、社会 的設備 を確

保 しな けれ ばな らない義務 があ る。

Patrimoniumは 、1972年 のPatrimonium Zaanstreek,1980年 代 の

Patrimonium Purmerendと の合 併 、及 び1990年 代 のH.A.「Diemen Voorait」 と

Heemskerkの 市 営 住 宅 の 管 理,編 入 に よ って 、拡 大 を続 け た 。1997年 に は 、1万

戸 以 上 を 有 す るBijlmermeerのH.A.「Nieuw Amsterdam」 を吸 収 し、2000年 時

点 で4万 戸 以 上 を管 理 して お りオ ラ ン ダ最 大 のH.A.の1つ とな っ て い る。

Patrimoniumの 業 務 目的 は 、良 質 で 低 家 賃 の賃 貸 住 宅 の 供 給 ・管 理 ・建 設 ・再 生

で あ る。2001年 時 点 で の400人 を超 え る従 業 員 が 図表II-2.5-3に 示 す 組 織 で 働 い

て い る。

維持管理 予算は約4千 万 〔NLG〕(約20億 円)で あ り、20%を 日常的維持管理

に、80%は 計画的 維持 管理 に投入 してい る。Patrimoniumの 手 持 ち資金 は、175

百万 〔NLG〕 であ り、家賃 収入 は145百 万 〔NLG/年 〕、利子収入20百 万 〔NLG/

年〕で ある。資金調 達 は、保険会社 な どか ら市場 利率 に比 して3～4%低 利 の融 資が

可能 である。

百数 十存在す る居 住者組織 とは、6回/年 の会合 を行 ってい る。居住者意 見の吸 い

上 げの仕 組み と して は、図表II-2.5-4に 示 す よ うに、住民組合 と地 区委員 会 との話

し合 いの結果 が住 民委員会 に よ り決 定 され、そ の後 にPatrimonium運 営方針 に照

らした上で、理事会で決裁 され る。
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(出 典)Patrimonium Housing Associationパ ン フ レ ッ ト,Patrimonium Housing Association

図 表II-2.5-3 Patrimonium Housing Associationの 組 織 図

(出典)Patrimonium Housing Associationパ ンフ レッ ト,Patrimonium Housing Association

図 表II-2.5-4住 民 の 意 思 反 映 組 織 図
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II-3関 連主体 の再生効用 と費用負 担

本節 では、高蔵寺 ニュー タウン ・Bijlmermeer両 ニ ュー タ ウンにお け る再生行 為

か らP1(住 み手)・P2(所 有 主体)・P3(公 共主体)が 得 る再 生効用 と費用負担 の

関係 を考察す る ことに よ り、再 生行為 が実際 に費用負 担 の対価 として各 主体 に再生

効用 を与えてい ることを示す。

3.1P1(住 み手)・P2(所 有 主体)の 再生効用 と費用負 担

3.1.1高 蔵寺 ニュー タ ウン ・公 団賃貸集 合住宅

(1)再 生 の範 囲

公 団賃貸集合 住宅 を対象 と した再 生工事 の メニ ュー を図表II-3.1-1に 示 す。RD

マ トリクス上 にお ける再生項 目の分布 をみ ると、通 常空家補修及 び個人負 担で は、

再生 レベルRI× 住戸 レベルDIの 内容 に留 まってい ることがわか る。

全 体計画補修 は、RI×DI～DIII,RII×DI・DIIを 範囲 と してい る。RIIレ ベ

ル の再生内容 と しては、住戸 内 ・住棟 内設備 の レベ ルア ップ,防 水 ・断熱 性能 の向

上,手 摺 の設置 な どであ り、現代 の居住水準へ の最低 限の引 き上 げを図 ってい る。

リニ ュー アルII・ 高優賃 ・リニューアル につい ては、DI(住 戸 内)に お いて、R

IIを 中心 にRI,RIIIの 一部 を含 めて再生 内容 と してい る。設備 性能 を始 め と して 、

空間 として の居 住性 能 の向上が図 られ てい る。 ライ フア ップ は、RII×DIに お ける

設備性能 の向上 に特化 した再生で あ る。2戸1改 造 は,住 戸 面積 を2倍 にす る とい

う居住空 間性 能 の向上 を 目的 と してお り、住 戸 の接続 と共 に付 帯す る仕 上 ・配管 ・

配線工事 を内容 として い る。
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図 表II-3.1-1　 賃 貸　 各 再 生 メ ニ ュー のR・Dマ トリクス
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(2)再 生 コス トと費用負 担

各再生 メニ ュー に対す る工事費 は、図表II-3.1-2・3に 示す よ うに、通 常空家補修

で60万 円/戸 程度、リニューアル ・2戸1改 造 で200万 円/戸 ～400万 円/戸 程度で あ

る。これ らの再生 に伴 う家賃 の上昇 をみ ると(図 表II-3.1-4参 照)、 リニ ューアルII

に伴 い、家賃 は8千 円/月～10千 円/月 上昇 してい る ことがわ か る。又,高 優 賃で は、

国か らの家賃補助制 度 によ り、再 生工事後 も同程度若 しくは若 干安 い家賃が設 定 さ

れ てい る。2戸1改 造で は、ほぼ再生前 の2倍 程度 の家賃 とな って い る。 ライ フア

ップでは、ほぼ工事 コス トが家賃 へ と転嫁 されて いる(図 表-3.1-5参 照)。

各再生 メニューの費用 と負担 の関係 をみ る と(図 表II-3.1-6参 照)、 明確 に性能 の

引 き上 げを 目的 と した リニュー アルII・ リニ ュー アル ・高優賃 ・ライ フア ップにつ

いて は、受益 者 であ るP1(住 み手)の 家賃 引 き上 げがな され てい る。但 し、高優 賃 に

ついて は、引 き上 げ分 を家賃補 助で補 う制 度で あ る為、国 及び公団 の負担 とな って

い る。例 えば、リニュー アルIIに つ いて再生費用 を家賃上昇 数で 除 した値 をみ る と、

250～313(ヶ 月)と な り、この再 生工事が純粋 に受益者負 担で行 われ た もの と仮 定

す ると20年 ～25年 の償 却期間 を見込んでい る ことがわか る。

2戸1改 造 の工事費 用 につ いては、若 干 の費 用部分 を居住者負 担 と して の家賃 上

昇 に求めてい る と考 え られ るが、改造前 家賃2戸 分程度 の改造 後家賃 が設 定 され て

い るこ とか ら、基本 的 には老朽化 した住戸 の修繕及 び市場価値 を高 め る為 の住 戸面

積 の拡大 を 目的 と して 、所有者負 担即 ち通常家賃 収入の範 囲内で 実施 され てい る と

解釈 す るのが妥 当で ある。
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リニューアル等 に係 る改善内容及び 工事費(2DK　 43m2の 場合)

※従前 ・従後の補修内容により,工 事費は異なる

(データ)都 市基盤整備公団

図表II-3.1-2　 リニ ュー ア ル等 に係 る改 善 内容 及 び 工事 費
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図 表II-3.1-3　 2戸1改 造 の

費 用

(デー タ)都 市基盤整備公 団パ ンフ レッ ト

図表II-3.1-4　 再 生 に よ る賃 料 上 昇 の一 覧

132



〔1〕浴 室 設 備

〔2〕改 良 キッチン設 備

〔3〕洗面化粧台

(データ)都 市基盤整備公団

図 表II-3.1-5　 藤 山 台 団地 の ライ フア ップ 項 目別 家賃 表

図表II-3.1-6　 公 団 賃 貸集 合 住 宅 の再 生 メ ニ ュー
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(3)再 生 の背 景 と効用

高蔵寺 ニュータ ウンにお け る賃 貸集合住宅 再生の背 景 と してまず 、特筆す べ きは

空家率の低 さであ る。

転居後募集 の期 間 を除い た空 家状況 をみ る と(図 表II-3.1-7参 照)、 極 めて順調 な

経常状況 にある ことがわか る。又 、公 団賃貸集 合住宅 の退 去率 は1970年 以降年 間

数%～14%(14%は1988年 ピー ク時)で あ り、1997年 時点で は9%と な ってい る。

*3ヶ 月以上連続 して空家だ った戸数

(データ)都市基盤整備公団― 中部支社

図表II-3.1-7　 高蔵寺 ニュー タ ウン内公団賃貸住宅 団地別 空家戸数 の推移

従 ってP2(所 有主体)と して の経営 上の再生効用 は小 さく、 これ がP2が 費用負

担 してい る全体修繕計 画にお ける再生性 能(R)レ ベ ルがRI・RIIの 範囲 に留 まっ

てい る理 由で ある と考 え られ る。全 体計画修 繕 を行 うP2の 再生効用 は、 資産価値

の保持 に ある。即 ち、賃 貸住宅 と しての適度 な市場 競争力 を維 持 して安定 した賃貸

収入 を確保す るための投資 を行 ってい ると考え ることがで きる。

一方 で
、公団賃貸集 合住宅 の建 築時の性 能水 準は、高蔵 寺ニ ュー タ ウンが建 設 さ

れ た1960年 代後半以降、時代経過 と共 に上昇 してい る(図表II-3.1-8参 照)。
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注1)　 年代による区切 りはおおよそのものである。

注2)　 網掛け部分のカ ッコ書きは、ラインア ップ事業及び計画修繕により改善を実施 している設備内

容である。

注3)　 BS受 信設備は平成10年 度より計画修繕で実施 している。

(デー タ)住宅都 市基盤整備公団

図表II-3.1-8　 公 団賃貸 住宅の建 築 ・設備性能水準 の変遷

この状況 に対す るP1(住 み手)の 対応 は、大 き く二つに分かれ る と考 え ることがで

き る。即 ち、 「修理 ・修繕 を行い なが ら建 設時 の性能 水準の住戸 に居住 し続 け る」 こ

とに満 足す るグルー プ と、「建設時 の性 能水準 には満 足せ ず現在 の性能水準 の住 戸に

住 みたい」 グルー プで あ る。P2(所 有主体)に とっては、前者 は、全体計 画修繕 に

お ける性 能 の維 持 を 目的 と した再生 に よ り通常 家賃の範 囲内で のP1(住 み手)の 費

用負担 に よ り居住需要 を保 持で き るグル ープ であ る。 しか しな が ら、後者 の グル ー

プへ の対 応 を怠 るこ とは、P2に とって居住需 要の減少 を意 味 してい ることか ら、リ

ニューアル ・リニ ューアルIIと い った再 生が行 われた(図 表II-3 .1-9参 照)。 再生 コ

ス トの大部 分を家 賃上昇 と してP1の 費用 負担 とす るこ とに よ り、P2と しては金利

分 の費用 負担 で市場 競争力 を確保 した ことに な る。又 、性 能水 準に応 じた家賃 上昇
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に よる費用負担 を妥 当であ ると判断 したP1の み が リニ ュー アル 再生後 の住戸 に居

住す ることを選 択す る ことがで きるこ とか ら、P1に とって の再生効 用 は費 用負担 を

上回ってい る と判断で きる。

ライフア ップは、 リニューアル等 と同様 のメカニ ズムに基い て一 部 の内容 項 目に

つ いて現在の居住性 能へ と引 き上げ る再生であ る。

2戸1改 造 は、高蔵 寺ニ ュー タ ウンの集合住 宅にお ける唯一のRIIIの 再生性 能 レ

ベル を主 た る目的 と した再生例 であ る
。従来 よ り1つ の世帯 が連続 した2住 戸 を約

1.5戸 分 の家賃 で賃借 す る 「2戸 借 り」 の制度 が存在 し、居 住面積 を2倍 に増 した

住戸 の需要 に関す るP2(所 有 主体)と しての事前確認 がな され ていた。2戸1改 造

で は、別 々の住戸で はな く内部 で連続 す る2住 戸 を提供す るこ とに よ りP1(住 み

手)の 効用 が増加 す るこ とに よ り、P2(所 有 主体)と して は市場性 の確保 とい う再

生効用 が得 られ てい る。
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(データ)住宅都市基盤整備公団

図表II-3.1-9既 存賃貸住宅 の改善 内容
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3.1.2高 蔵 寺ニ ュー タウン・公 団分 譲住宅

(1)再 生 の範囲

藤 山台(1968年 建設)・岩 成台 西(1976年 建 設)・岩成 台西第 二(1983年 建 設)

の3団 地 にお ける意 思決 定 レベルDII(住 棟 レベル)・DIII(団 地 レベル)の 再 生履

歴 をま とめ ると、全 体 として、再 生性 能 レベルRIの 範囲 に留 ま ってい る
。又 、当

初予定 して いた計画修繕 の他に、様 々な時期 ・部位 におい て、経 常修繕 が生 じてい

るこ とがわ かる。 この ことは、長期修繕 計画 の内容策 定、及び 資金 計画 の難 しさを

示唆す る事実 である。

分譲 住棟住戸 内(DI)に お け る個人負担 の再生履歴 を、図表II-3.1-10(ア ンケ
ー ト調査 に よる

。調査 の方法 について は次 章参照)に 示す。我 が国 の法規 上不可能

な 「バル コニーの室内化」 を除 くア ンケー ト調査上 で設 定 した全て の再生項 目で再

生が行 われ た ことがわか る。特 に、床 材 の変 更 ,シ ンクの取替 え,浴 槽 の取替 え,

洗面台 の取替 え等 について は、30%以 上 の住戸 にお いて実施 した との回答 を得 た
。

住戸内再生工事 実施 の時期 は、入居 時及 び入居 後10年 超20年 以 内が多 い こ とが わ

か る。

図 表II-3.1-10分 譲DI再 生履 歴 と時 期

(2)再 生効用 と費用負担

DII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベル にお け る再生 の殆 どがRIレ ベル に分布 し留 ま

ってい る事 実は、P1・2(住 み手兼所 有主体)と して の居住者 が 、共用部 につ いて

現状 を維 持す る為 の費 用負 担 を中心に合意 した ことを意味 して い る。P1・P2は 管

理費 の支払 いの対価 として資産価値 と居住性能 の保持 とい う再生効用 を得て い る。

DI(住 戸)レ ベル におい ては、各P1・P2は 比較的 自由に再生 の決 定が可能 で
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あ るこ とか ら、各 自の再生効用 と費用負担 の判断 に応 じた再生 を選択 して行 ってい

る。

3.1.3 Bijlmermeer団 地 にお け る再生 の背 景 と効用

Bijlmermeer団 地 では1971年 頃か ら空き住 戸が 目立 ちは じめ、1985年 には既 に

25%が 空 き家 とい う事態 に陥 った。 当初 「採 算 ライ ン」が空 き住戸割合2%以 下 と

して資金 計画が な され てい たため、P2(所 有主体)は 第1次 の再生に乗 り出 した
。

問題 点 と しては、公 共 部の破壊行 為 の他 、複数 の寝室 を有 す る住戸が無い こ と、高

層住 宅人気 の低 下、地 上階が倉庫 で あ り住戸 がない こ とに よる寒々 しい雰囲気、住

棟 が駐 車場 か ら遠 い こ と、所有会社 が13社 に分離 して いて団地全体 としての対策

が困難 で あった こと、等 が挙 げ られ た。 しか しなが ら、第1次 再生で は、所 有会社

を1つ にす る、家賃 を下 げる、住 戸別 に操作 が可能な暖房 を設置す る、一部 の住戸

につ き4戸 分 を2戸 に改 造す るな どの再生計 画 を実施 したが、約150億 円 とい う巨

費 を再生 に投 じたに も関わ らず新所有会社 は数年 で倒産 に至 った。

この事実 は以 下の よ うに説 明 でき る。P2(所 有 主体)は 高い空室率 とい う再生 を

行 う十分 な動機 を有 してお り再生 工事 は実施 され た。 しか し、上記 で挙げた 当時の

問題 点 と再生 内容 を比較す ると、両者 が一 致 してい ない ことがわ かる。即 ち、P1(住

み手)の 再生効用 を高 める為 の再生行為 と して は上記 の問題点 の解決 を目的 とす る

べ きで あった に も関わ らず 、別 の 目的 の為 の再 生工事 を行 った為にP1(住 み手)の 再

生効 用 は得 られず居住 需要 が高 ま らなかった。結果 と して、費用 を負担 したP2(所

有 主体)は 再生投 資 に見合 う賃貸収入 を確保 で きず に倒 産 した。

対 して 、悪化 す るス ラム化 ・犯罪 の増加 ・バ ンダ リズム ・高 い空室率を背 景 と し

て1992年 に始 まった第2次 大規模再 生において は、高層住棟 の削減 ・フ ァミ リー

用住 戸の建設 ・地上階 住戸 の設 置 ・駐 車場 の取 り壊 しと改 良等 の再 生項 目が選択 さ

れ た結果 、入居 率の増加 ・犯罪 やバ ンダ リズ ムの減少 とい う経営状 況の好転 と居住

環境 の向上が得 られ た。
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3.2 P3(公 共 主体)の 費用負担

3.2.1高 蔵 寺ニ ュー タ ウン

高蔵 寺ニ ュー タ ウンにお ける再生行為 に対 す るP3(公 共 主体)の 関与 と しては、

高齢者 向 け優良賃貸住宅制 度(高 優賃)に よる住戸再生 の例が挙 げ られ る。 この制

度 に よ り、P3(公 共 主体)は 、P1(住 み 手)に 対 して支払 家賃 と契約 家賃 の差 の1/2

の補助 を、P2(所 有 主体)に 対 して は再生 費用 の補助 を行 って い る
。 この補 助 は、

P1内 に含 まれ る高齢 者 に対す る福 祉政策 と して位 置付 け られ
、P2(所 有主体)に 対

して は再生 に対 す る初期投資 を減ず るこ とに よ り位 置付 け られ 、P13に 対 して は再

生 に対す る初期投資 を減ず ることに よ り再生イ ンセ ンテ ィブ を与 えてい る。

3.2.2 Bijlmermeer団 地

(1)再 生事業へ の直接補助

1992年 に始 まるBijlmermeer団 地 にお け る第2次 大規模 再生事業 へのP3(公 共

主体)の 関与 としては以下が挙げ られ る。

(1)公的住宅 中央基金:社 会福祉 賃貸住戸 の再生への補助(50%補 助) 、2007年 の

工事終 了まで の賃貸住 戸の減少 に よ る賃料収 入損失 の補填 、

住戸 ・駐車場 の取 り壊 し費用 の補助

(2)アムステル ダム市:イ ンフラ及び公 共スペー スの整備 費用 の負担 、 シ ョッピン

グセ ンターの買収 ・取 り壊 し費 用の負担

(3)ヨー ロ ッパ共 同体:教 育 プログラムへ の補助

(1)は、福祉 政策及びC(所 有 主体)の 初期 投資額 の削減 に よ る再生イ ンセ ンテ ィ

ブ付与 を、(2)は、団地 内及 び近 接地 区の公 共施 設整備 に よる地域環 境 の向上 を、

(3)は、人道的見 地か らの失業者 の削減 と児童 の教育水 準の向上 を 目的 と してい る。

(2)家 賃補助

家賃補助制度 について はThe Rent Allowance Actで 定 め られ て い る。 これ は経

済弱者 に対す る家賃 補助制度で 、Bijlmermeerの 住民の 中に多数含 まれ る失業者 は

この制度 の適用 を受 けてい る。

この第2次 大規模 再生 にお け る以上 の関与 に よ り、P3(公 共主体)は 、ス ラムの解

消 ・犯罪 の減少 ・経済的弱者 の居住環境 の確保等 の政策 目標 を達成 した。

140



II章 ・結

II章 ではまず 、ほぼ同時期 に建 設 され 、集 合住宅 団地再生 に対す る異 な る背景 と

動機 を有 す る 日蘭 の2つ の ニュー タ ウンにお ける再生行 為の内容 と範囲 を抽 出 した。

日本 の高蔵 寺 ニュー タ ウンにお いて は、RI・IIレ ベ ル を中心 とす る補修 ・改良

が行 われ た。対 してオ ランダのBijlmermeer団 地 において は、高い空室 率 と犯罪 ・

バ ン ダ リズム ・麻 薬 常用 の増加 を背 景 と して、1983年 にDIレ ベル を中心 とす る第

1次 大規模再生 が行 われ たが、問題 は解 決 に至 らずP2(所 有 主体)の倒 産 とい う失敗

に終 わ った。1992年 か らは、再 生性 能 レベルRI～RIV・ 意 思決定 レベ ルDI～D

IVに 跨 る第2次 大規模 再生 が行 われ た。 高蔵 寺 ニ ュー タ ウンの集 合住宅再 生及び

Bijlmermeer団 地の第2次 大規模 再生 とい う2つ の再生行為 は、再生後 に高い入居

率 を示 してい るこ とか ら成功 した 再生 例で あ る と言 え る。 これ らの再生 の成立要 因

に関 してP1(住 み手)、P2(所 有主体)、P3(公 共主体)の 再 生効用 と費用負担 の関係 に

着 目した記述 を行 った。

例 えば高蔵 寺 ニ ュー タ ウンの賃貸集合住宅 にお いて は高い入居率 を背 景 と して図

表II-結-1に 示 され る費用負 担 と再生性 能(R)レ ベル の範囲 にお いて再生が行 われ

た。この再生 か らP2(所 有 主体)は 資産価値 の上昇 と市場競争力 の保持 とい う再生効

用 を得 た。又 、P1(住 み手)は 現住戸 に対す る複数 の再生 メニ ュー と再生済住戸 に対

す る入居可能性 の提示 に よ り、再 生効 用の結果 と しての居住性 能 レベル の向上 と、

費 用負担 と しての家賃 上昇 を比較 した上で 、効 用が負担 を上回 る再生行為や賃貸 住

戸 を選択す るこ とが可能 となった。

図表II-結-1高 蔵 寺ニ ュー タ ウン賃貸集合住宅再生 の費用負担 とRレ ベル
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又、Bijlmermeer団 地 での第2次 大規模 再生 にお け るDI～DIV・RI～RIVに

亘 る再生行 為 は、P1(住 み手)・P2(所 有 主体)・P3(公 共 主体)に 各 々再生 効用 を与

えてお り、第1次 大規模再 生の失敗 の要 因はP1(住 み手)の 再生 ニー ズに応 じた再 生

メニューが策 定 され なかった ことにあ る可能性 が高い。
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